
 

DP2025-J06 

授業改善による格差是正の持続的効果： 
大阪市における SESと学力・学習意識の実証分析 

  
西村 和雄 
八木 匡 

古閑 龍太郎 
岩澤 政宗 
谷口 璃華 

 
2025年 12月 3日改訂 



1 
 

授業改善による格差是正の持続的効果： 

大阪市におけるSESと学力・学習意識の実証分析 
 

西村和雄（神戸大学）1  
八木匡（同志社大学） 

古閑龍太郎（大阪市総合教育センター） 
岩澤政宗（同志社大学） 

谷口璃華（大阪市総合教育センター） 

要 旨 

多くの国と同様、日本でも、子どもの貧困が深刻な社会問題となっており、貧困が学力格
差を生み、将来の所得格差につながることが指摘されている。本研究は、大阪市が 2017 年
度以降に実施してきた授業改善を中心とする学力向上施策の効果を検証するものである。
大阪市の学力向上施策は、定期的に学校訪問を行い直接授業の見直しや教員研修を通じて
教員の指導力を高め、児童生徒の学力向上を達成する点に特徴がある。分析では、大阪市の
「子どもの生活に関する実態調査」（2016 年、2023 年）と全国学力・学習状況調査（2017
年、2025年）のデータを用いて、家庭の社会経済的背景（SES）別に、学力向上施策と学力
の関係を明らかにしている。家庭の SES を学校ごとに集約し、学校 SESを 4 つのレベルに
分けて分析したところ、大阪市においても SES が低いと学力が低い傾向にあることが確認
された。しかし、最も不利なレベル 1 の学校はすべての教科で有意に学力向上が見られた。
加えて、小学校国語、中学校国語、数学では、レベル 1 が最も高い成績増加率を示してい
た。さらに、最も SES が低い小学校 20 校・中学校 10 校を個別に抽出した分析でも、学力
向上が確認された。同時に、「授業の内容がよく分かる」という児童生徒の学習意識も改善
し、政策効果が認知的成果と非認知的成果の両面に及んでいることが明らかになった。授業
改善型アプローチは費用対効果が高く、他の自治体にも応用できる持続可能な政策モデル
として評価される。これらの知見は、教育格差是正政策の新たな可能性を示すものであり、
全国的な証拠に基づく政策立案（EBPM）の推進にとって重要な示唆を与えるものである。 
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1. はじめに 
1.1 社会的背景と課題 
本研究は、大阪市を事例として、日本の教育格差問題に対する政策介入の効果を実証的に

検証するものである。特に家庭の社会経済的背景（Socio-Economic Status: SES）と学力の
関係と、それに対する 2017 年から 2025 年までの政策介入効果を明らかにする。本研究の
独自性は、政策導入前後の縦断的変化を追跡し、「構造的教育格差に対する政策介入の持続
的効果」を定量的に実証する点にある。 
近年、日本社会において教育格差は深刻な社会問題として認識されており、国全体の持続

的成長と社会的包摂を実現する上で喫緊の政策課題となっている。厚生労働省「国民生活基
礎調査」（2022 年）によれば、子どもの貧困率は 11.5％に達し、約 9 人に 1 人が相対的貧
困状態にある。また、生活保護世帯における大学進学率は 35.3％と全国平均（73.0％）の半
分に過ぎず、家庭の社会経済的背景が学歴格差を再生産する構造が明らかになっている。さ
らに、文部科学省「子供の学習費調査」（2022 年）によれば、公立小中学校における教育費
の 6〜7割が学校外活動費に充てられており、家庭の経済力の差が学校外学習機会の格差を
拡大させている。 
このような社会経済的背景と学力の間の密接な関係は、日本の教育における構造的な課

題として深刻化している。家庭の収入水準、保護者の学歴、文化的資本の違いが、子どもの
学習環境や教育機会に大きな格差を生み出し、学力差として顕在化している。経済的に恵ま
れた家庭では、塾や習い事、教育関連の書籍購入など、子どもの学習を支援する環境が整い
やすい一方で、低所得世帯では基本的な学習環境の確保さえ困難な場合がある。また、保護
者の就労時間の長さや多忙さも、家庭での学習支援の質と量に影響を与えている。 
特に深刻なのは、この学力格差が世代を超えて再生産される傾向があることである。学力

不足は高等教育への進学機会を制限し、将来の就職や収入に影響を与え、次世代の教育環境
にも波及する。このような「教育格差の世代間継承」は、社会全体の階層固定化を招き、社
会の活力を損なうとともに、社会保障費の増大といった社会的コストをも伴う。     
 
1.2 教育格差是正に向けた取り組みの重要性 
こうした全国的な課題に対して、国や自治体は授業料無償化、教育バウチャー制度、補習

授業の充実、就学援助制度の拡充、地域の学習支援活動の促進など、家庭の経済的事情によ
って学力格差が起きることのないよう様々な施策に工夫を凝らしている。その中でも、大阪
市は先陣を切って包括的な教育改革に取り組んできた。 
大阪市は、かつて児童生徒の千人当たりの暴力行為が全国平均の 3 倍以上あり、全国学

力調査の成績は低迷していた。そこで、2016 年から、安全と学力を最重要目標とする教育
改革を実施し、規範意識を向上させ、安全な学習環境を取り戻すことで、学力向上につなげ
るという施策に踏み切った。 
安全については、誰でも（子供達も）納得できる「やってはいけない行為」を明示したル
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ールを大阪市全市で一斉に導入したため効果が出るのが早かった。それに対して、学力は少
数校でのモデル事業から始めて、2017年から少しずつ学校数を増加していった。 
大阪市の学力向上施策は、授業改善を通じて、SESに左右されない学力向上を目指してい

るのが特徴である。すべての子供が大半の時間を費やして受けている授業の質を高めるこ
とで、学力格差の縮小を図るものである。具体的には、小学校であれば、児童が、6 年間で
学ぶ内容を体系的に理解できるように、教員研修を通じて、授業を改善してきた。国語の「読
解」なら、文章において主語に対する述語が何であるか、あるいは述語に対して何が主語で
あるかをつねに意識することで、的確に文章を理解しながら読むことを促し、また、算数の
「割合」なら、数と数の関係を 1年生から意識することで、分数、小数、割り算、割合の関
係を自然に理解させるように授業を変えるというものである。これらは、学校現場での教育
実践を中心に据えた施策である。 
本研究は、大阪市の学力向上施策の効果を検証するものであるが、導入後数年を経た施策

の定着過程とその政策的持続性を明らかにする点に意義がある。特に、2017 年度から 2024
年度にかけての全国学力・学習状況調査と 2025 年度の効果検証を通じて、学力水準の安定
的改善と教育格差の縮小傾向を確認し、「施策の継続がもたらす制度的効果」を検討する。 
西村他（2024）で報告したように、2017 年と 2024 年の比較では、最も SES が低いレベ

ル 1の学校群において、すべての教科で学力が向上し、レベル 1 が最も高い成績増加率を
示し、「格差縮小効果」が確認された。本論文では、2017年と 2025 年の結果を比較するが、
レベル 1の学力向上の傾向と高い成績増加率も変わらず、特に、小学校国語、中学校国語・
数学での成績増加率はすべてのレベルの中で最も高かった。この結果は、適切な政策介入に
より、SES に基づく教育格差が縮小可能であることを実証的に示している。 
教育政策の分野では、短期的な施策評価に比べ、施策の継続性や制度的定着を検証する長

期的研究は少ない。とりわけ地方自治体レベルにおける教育格差是正施策については、全国
的な比較や経年的効果測定が難しいため、エビデンスの蓄積が限定的である。その中で本研
究は、大阪市を対象とし、政策導入から約 8年の経過を経た段階で、制度としての成熟度と
効果の持続性を実証的に検証する点に独自性を有する。 
 
1.3 先行研究との関連 

SES と学力の関連は、これまで教育学・社会学・経済学の諸分野で多くの研究が蓄積され
てきた。Coleman（1966）をはじめとする研究は、家庭環境や SES が学業成績に強く影響
することを示し、その後の教育政策に大きな影響を与えた。White（1982）のメタ分析や Sirin
（2005）のメタ分析は、SES と学業成績の間に中程度から強い相関が存在することを明ら
かにし、とりわけ SES が低い層でその影響が顕著であることを確認している。さらに、
Bradley and Corwyn（2002）は SES が子どもの健康、認知発達、社会感情発達に多面的な
影響を与えることを指摘した。日本においても、耳塚ほか（2021）、志水（2020）などが全
国学力調査データを用いて学力格差の存在とその政策的対応の必要性を論じている。 
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こうした先行研究は、SES が学力成果を規定する構造的要因であることを明確にしつつ
も、政策介入によってその構造をどの程度変容できるのかという問いには十分に答えられ
ていない。特に日本では、教育格差が地域ごとに異なる制度的背景や財政的条件のもとで生
じており、その持続的な政策効果を捉えにくい。本研究は、こうした課題に対して、大阪市
の政策実施データと全国学力調査データを接続することで、施策の持続効果を定量的に検
証するという点で新たな知見を提示する。 
 
1.4研究の枠組みと本論文の構成 
教員の授業力向上と授業改善という大阪市の施策を、「社会投資」として位置づけて評価

する視点はきわめて重要である。 
本研究の分析結果は、SES レベル 1 の学校群における顕著な学力改善が、限られた政策

資源を教員の人的資本形成と授業改善に重点的に投入することによって達成されたことを
示している。すなわち、教育現場への人的資本投資が、社会経済的に困難な層の学力向上に
対して高い費用対効果をもつ政策手段であることが実証的に確認された。 
このアプローチは、比較的低コストでありながら高い社会的リターンを生み出す「費用対

効果の高い政策モデル」として位置づけられる。また、教育現場における人的資本の強化を
通じて教育機会の平等化を図るという理念は、他の自治体にも応用可能な普遍的な政策設
計の指針を提供するものである。 
さらに、授業改善型アプローチは、地方自治体の財政状況や人口規模にかかわらず実施可

能であり、既存の教育制度の枠組みの中で運用できるため、大規模な制度改革を伴わずに持
続可能な形で教育格差の縮小を実現できるという実用的な利点を有している。 
加えて、本研究は、教育政策の効果を長期的に検証する重要性を示すことにより、EBPM

（Evidence-Based Policy Making）型の教育政策の発展にも寄与する。 
本研究の実証分析は、適切な政策設計と継続的な実施を通じて、従来は固定的と考えられ

てきた構造的教育格差の縮小が現実的に達成可能であることを示唆している。 
この知見は、教育格差是正に向けた政策的楽観主義に実証的な根拠を与える成果であり、教
育政策の新たな方向性を示すものである。 
以下、第 2 章では大阪市の SES 指標の作成方法を説明する。第 3 章では、2017 年と 2025

年の大阪市の全国学力・学習状況調査の結果を SES レベル別に比較する。第 4 章では SES
が特に低い小学校 20 校、中学校 10 校の結果に焦点を当てて詳細に検討する。第 5 章では
本研究の知見をまとめ、政策的含意と今後の課題について論じる。 
 
2. 教育格差を可視化するためのデータと方法 
2.1 データの概要 
教育格差を是正する政策を設計するためには、まず格差の実態を定量的に可視化する必

要がある。そのためには、家庭の社会経済的背景（SES）を測定し、これを学校レベルに集
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計したうえで、児童生徒の学力水準と関連付けることが不可欠である。本章では、大阪市の
実態調査と全国学力・学習状況調査の最新データを組み合わせ、教育格差を可視化するため
の指標と方法を提示する。 
まず、大阪市「子どもの生活に関する実態調査」における小学校 5年生・中学校 2年生の

保護者を対象とした大規模調査のデータ（ 2016 年・2023 年）を統合的に利用する。これ
らの調査では、家庭の所得、父母の最終学歴など、SES を構成する基礎データを収集してい
る。大阪市が教育政策の設計に活用してきた独自データであり、学校単位の SES 指標を作
成する基盤となる。所得、父親学歴、母親学歴を組み合わせることで、経済的要因と文化的
要因の両面から家庭背景を捉えることができる。母親学歴を SES を構成する要素に取り入
れるのは、母親の教育水準が子どもの学習習慣や学習支援に直接的に影響し、父親学歴のみ
では捉えきれない家庭の教育環境を反映するからである。 
次に、全国学力・学習状況調査は、小学校 6 年生・中学校 3 年生を対象とした全国調査で

ある。国語・算数（数学）の正答数を基に、全国平均との差分を用いた標準化得点（平均 100、
標準偏差 10）2を学力指標とする。2017 年度以降は政令指定都市別の結果も公表されてお
り、大阪市を全国主要都市と比較することが可能である。そこで、西村等（2024）も参考に
しつつ、2017 年と 2025 年の全国学力・学習状況調査の成績を比較することで、学力水準の
変化と格差縮小の傾向を評価する。 
 
2.2 SES指標の作成方法 

SES は以下の 3 つの変数から構成する：1）等価可処分所得：世帯収入合計を世帯人員の
平方根で除して調整、2）父親の学歴：最終学歴を教育年数に換算（例：高卒＝12 年、大学
卒＝16 年）、3）母親の学歴：同様に換算。これら 3 つの変数を標準化（z スコア化）したう
えで平均を取り、その平均値を個人 SES と定義する。次に、同一学校に在籍する児童生徒
の個人 SES の平均値を算出し、これを学校 SESとする。 
このように定義された学校 SES は、各学校における平均的な社会経済的環境を示すもの

であり、個人レベルの SES 情報をもとにした学校間格差の指標として機能する。したがっ
て、本研究では、個人レベルの情報から生成された学校レベルにおける社会経済的集積効果
を可視化することを可能とした。学校 SES(2016)と学校 SES(2023)の相関係数は、小学校
で 0.80、中学校で 0.84と非常に高く、両年度の値はいずれも統計的に強い整合性を示して
いる。したがって、2016 年度と 2023 年度の調査データを各学校の生徒数で加重平均し、学
校 SES の指標を構築して使用することとした。 
この期間は新型コロナウイルス感染症の影響など社会情勢が大きく変化した時期である

 
2 第 i 学校の標準化得点=100＋{(第 i 学校の平均正答率－全国平均正答率)/全国標準偏
差｝×10 
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が、学校 SES の相関が高水準を維持していることは、地域の社会経済構造が相対的に安定
していることを示している。ただし、本研究ではこの高い相関に基づき、2016 年から 2025
年までの学校 SESが大きく変動しないという前提のもとで分析を行っている。 
すなわち、SESを時点によらず一定とみなすことで、学力変化の要因を主として教育施策

（授業改善・教員研修等）の効果として識別していることになる。この仮定は、学校 SESの
短期的変動が学力に与える影響を排除する意図を持つ一方で、社会構造の変化を反映して
いないという限界も伴う。 
さらに、学校 SESを四分位に分割し、レベル 4：最も高 SES、レベル 3：中上位、レベル

2：中下位、レベル 1：最も低 SESと定義する。このような分類によって、異なる SES 間で
の学力比較を容易にすることができる（表１および表２参照）。 
なお、大阪市の「子どもの生活に関する実態調査」は個人が特定できない形で実施されて

おり、全国調査の個人データと突合ができないため、個人単位での SES を用いた分析は実
施できない。そのため、本研究では学校単位の SES 指標を構築し、学校全体としての社会
経済的環境と学力との関連を把握するアプローチを採用している。 
この方法により、学校単位での政策介入（教員配置、研修、授業改善支援など）を検討す

るうえで有用な知見を得ることができ、教育政策の実施単位に即した分析として実務的意
義を持つ。 

 
表 １学校 SESレベルと学校数（小学校） 

4 つの SES レベル 
（上限） 

学校数 
（下限） 

レベル 4 
3.116 

70 校 
0.579 

レベル 3 
0.567 

70 校 
-0.060 

レベル 2 
-0.064 

70 校 
-0.697 

レベル 1 
-0.702 

70 校 
-3.115 

 
表 2 学校 SES レベルと学校数（中学校） 

4 つの SES レベル 
（上限） 

学校数 
（下限） 

レベル 4 2.552 32校 
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0.578 

レベル 3 
0.570 

31 校 
-0.071 

レベル 2 
-0.132 

31 校 
-0.779 

レベル 1 
-0.783 

32 校 
-2.266 

 
2.3 学校 SESと学力の相関 
全国学力・学習状況調査（2017 年度・2025 年度）のデータと大阪市の学校 SES を照合

したところ、表 3に示すような知見が得られた。 
（1）小学校では、学校 SES と国語における相関係数は 0.64〜0.74、算数で約 0.72 であ
り、いずれも強い正の相関を示した。 
（2）中学校では、学校 SES と国語で 0.68〜0.82、数学で 0.71〜0.81 と、さらに高い相関
が確認された。 
これらはいずれも統計的に有意であり（p < 0.001）、学校 SESと学力の間に強い関連が

存在することが改めて確認された。なお、本研究では、SES データとして 2016年度およ
び 2023 年度の小学校 5年生と中学校 2 年生の家庭の「子どもの生活に関する実態調査」
を使用しており、2017年および 2024 年の小学校 6 年生・中学校 3年生全国学力・学習状
況調査を受けた児童生徒と同じ集団である。これらについては西村他（2024）で分析し
た。2017年と 2023 年の学校 SESの相関が高水準（小学校 0.80、中学校 0.84）であるこ
とを踏まえ、両年度の加重平均値を学校 SES として採用した。2017年と 2025 年の学力を
比較する本研究でも用いる SES も、2016 年から 2025 年にかけての学校ごとの相対的社会
経済構造を代表する指標として、先と同じ学校 SES を使うこととする。 
 

表 3 学校 SES と学力の相関係数 

 国語 算数・数学 
2017年度 2025年度 2017年度 2025年度 

学校 SES（小学校） 0.739*** 0.637*** 0.722*** 0.712*** 

学校 SES（中学校） 0.822*** 0.681*** 0.805*** 0.713*** 

（***: p<0.001） 
注目すべきは、2017 年度と比べて 2025 年度における相関係数が低下傾向を示した点で

ある。この変化は単なる統計的揺らぎとは考えにくく、SES と学力との関係が相対的に弱
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まっている可能性を示唆している。もっとも、本研究では 2 期間の相関係数の差の統計的
有意性を直接検定していないため、この低下が統計的に有意かどうかは今後の課題であ
る。それでもなお、低 SES 層の学力上昇と相関係数の低下が並行して観察されていること
から、学校教育の質的改善が SESによる不利を部分的に補償している可能性が高いと考え
られる。すなわち、家庭の社会経済的背景が学力を左右する構造が相対的に弱まりつつあ
り、学校教育が果たす補完的役割が拡大していると解釈できる。特に大阪市では、2017年
度以降、教員研修の充実、授業改善、非認知能力（自己効力感・学習意欲など）の育成と
いった包括的施策が進められており、これらの取組が SESの影響を緩和する方向に機能し
ていると考えられる。 
第 3章で示すように、相関係数の低下は、学力向上が一様に生じたというよりも、従来

学力が低かった低 SES層でより大きな改善がみられた結果として、SESと学力の結びつき
が弱まったと解釈することが可能である。すなわち、授業改善施策により、SES が低い学
校群での学習成果が相対的に向上し、これまで SES によって制約されていた学習機会が学
校レベルでより均等に提供されるようになったと解釈できる。 
もっとも、SES と学力との相関係数は依然として 0.6を超える水準にあり、相関の低下は

格差縮小の兆候を示す好ましい変化ではあるが、格差の完全な解消を意味するものではな
いことに留意する必要がある。本章では、教育格差を可視化するための包括的な分析枠組み
を構築した。第一に、大阪市独自の SES 調査と全国学力調査の統合により、地域特性を反
映した格差分析を可能にした。第二に、学校レベルの SES 指標を構築することで、政策的
支援が必要な学校群を客観的に識別するための基盤を提供した。第三に、2期間の相関係数
の比較によりにより、格差縮小の兆候を定量的に捉えることができた。この SES 指標は、
単なる統計指標を超えて、教育政策におけるエビデンスベースの意思決定を支援する政策
的インフラとしての価値を持つ。  
次章では、これらの枠組みを用いて、2017 年度と 2025 年度の学力分布を SES 層別に比

較分析し、学力向上施策の効果がどの層に及んでいるかを実証的に検証する。 
 
3. 施策の効果と全国水準との比較 
3.1 大阪市の学力変化 
大阪市は、他の支援事業と合わせて、2017 年度以降、学力水準の向上と教育格差の縮小

を同時に実現することを目的に、学力向上推進事業を展開してきた。特に、モデル校を中心
に段階的に展開された授業改善プロジェクトは、教員間の協働を促進し、教育現場の質的転
換をもたらしてきた。 
学力面での変化をみると、大阪市全体の小学校および中学校の学力変化は、図 1 および

図 2に示すとおりである。図１で示されているように、施策実施前の 2017年度では小学校
国語が 97.9 であったのが、実施後の 2024 年度には 99.1（+1.2点）、2025年度は 99.2（+1.3
点）となっている。小学校算数では、2017 年度 98.4 から、2024年度 99.5（+1.1点）、2025
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年度 100（+1.6 点）へと上昇し、全国平均（100 点）に到達している。中学校国語では、
2017 年度 98.1 から、2024 年度 99.1（+1.0 点）、2025 年度 99.0（+0.9 点）とほぼ同レベ
ルを維持し、中学校数学は 2017 年度 98.7から、2024 年度 99.2（+0.5 点）、2025年度 99.4
（+0.7 点）と上昇している。 
小・中学校共に、施策実施前の 2017 年よりも実施後の 2024 年度、2025 年度における標

準化得点は、いずれの教科においても統計的に有意に上昇している（t 検定、p < 0.001、
n=280 小学校、126 中学校）。この結果は、学力向上施策が市全体の平均的学力を底上げす
る方向に効果を発揮したことを示している。 
施策実施後においては、全国平均との差が大幅に縮小している。2017 年時点で小学校国

語-2.1 点、算数-1.6 点、中学校国語-1.9 点、数学-1.3 点の差があったが、2025 年度にはそ
れぞれ-0.8点、0点、-1.0 点、-0.6 点まで縮小し、統計的に有意ではない水準（p > 0.05）
にまで改善した。このような持続的な改善傾向は、一時的な成果ではなく、施策が教育現場
に制度として定着しつつあることを裏付ける。 

総じて、大阪市における学力の上昇は、政策的介入が短期的な成果にとどまらず、長
期的に定着しつつある教育改善モデルとして機能していることを示している。 

現段階では、2024年度および 2025 年度のデータに基づき、学力水準の安定的上昇傾
向を確認しているが、今後は施策開始初期との比較分析を行うことで、教育政策の持続的
効果をより精緻に検証することが課題である。 

次節では、この成果を SES 別に分析し、社会経済的背景が異なる学校群間の格差にど
のような変化が生じたのかを検証する。 

 
図 1 大阪市小学校学力変化（施策実施前と施策実施後との標準化得点変化） 

 
（***: p<0.001） 
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図 2 大阪市中学校学力変化（施策実施前と施策実施後との標準化得点変化） 

 
（***: p<0.001） 

 
3.2 SESレベル別の学力変化 
大阪市全市の平均点が上昇していても、SES が低い学校群の成績が下落あるいは低迷し

ているのであれば、格差解消につながらない。そこで、SES レベル別に、全国学力・学習状
況調査の標準化得点を用いた詳細な分析を行った。 
分析には 2017 年度（施策実施前）、2024年度（施策後）、および 2025 年度（施策後）の

データを用い、学力水準の推移を時系列で比較した。その結果、小学校国語および算数では、
図 3および図 4に示すように、すべての SES レベルにおいて 2017 年度から 2025 年度にか
けて標準化得点が統計的に有意に上昇していた（***: p < 0.001）。具体的には、2025 年度の
小学校国語では、レベル 4 が 101.4 点（2017 年比+0.8点）、レベル 3が 98.9点（+0.7 点）、
レベル 2が 97.9 点（+1.3点）、レベル 1が 96.3 点（+1.3点）となった。算数では、レベル
4 が 102.7 点（+1.6 点）、レベル 3 が 99.6 点（+0.9 点）、レベル 2 が 98.6 点（+1.5 点）、
レベル 1が 96.7 点（+1.4 点）であった。 
特に、SES レベル 1 およびレベル 2 の学校群における 2017 年度からの改善幅が大きく、

家庭の社会経済的条件が厳しい層でより顕著な上昇効果が観察される。これは、教育資源へ
のアクセスが限られた層に対して、学校教育が補完的機能を果たしている可能性を示して
いる。一方で、SES が比較的高いレベル 3・レベル 4でも得点上昇が見られることから、施
策の効果がすべての層に波及していることが確認できる。 
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図 3 学校 SES 別小学校国語学力変化（標準化得点変化） 

 
（***: p<0.001） 

 
図 4 学校 SES 別小学校算数学力変化（標準化得点変化） 

 

（***: p<0.001） 
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ル 1（95.8 点→97.0 点、+1.2点、p < 0.001）とレベル 3（98.9点→99.4点、+0.5 点、p < 
0.05）で統計的にも有意な改善が確認された。 
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対して強い効果を発揮していることが明らかになった。SES が低い学校群に施策効果が明
確に現れている点は、教育格差是正の観点から政策的に重要である。 
本分析の結果は、SES と学力の関係が固定的なわけではなく、教育政策によって一定程度

修正可能であり、学校教育が社会的背景を超えて機会均等を担保し得ることを意味してい
る。 
また、小学校ではすべてのレベルで改善効果があったにもかかわらず、中学校においては

レベル 2の改善が相対的に小さく、統計的に有意ではないという結果を得た。これは、学力
格差の是正において、より早期段階での教育介入が効果的である可能性を示唆している。す
なわち、初等教育段階での授業改善や学習意識形成への支援が、後の教育格差を未然に防ぐ
うえで重要であると考えられる。こうした知見は、教育資源の配分や政策設計において、早
期投資の優先性を示す実証的根拠となる。 

 
図 5 学校 SES 別中学校国語学力変化（標準化得点変化） 

（*: p<0.05, ***: p<0.001, n.s.: p>0.05） 

 

100.5 

98.2 
96.8 

95.4 

101.0 
99.2 

97.2 96.9 

90

92

94

96

98

100

102

104

Level 4 Level 3 Level 2 Level 1

施策実施前(2017) 施策実施後(2025)

n.s.

*

***

***



13 
 

図 6 学校 SES 別中学校数学学力変化（標準化得点変化） 

（n.s.: p>0.05, * :p<0.05, ***: p<0.001） 

 
3.3 SESのレベル別の成績増加率 
前節で、SESのレベルに関わらず成績が増加していることが分かった。次に、格差縮小効

果をより明確に検証するため、増加率をレベルごとに比較してみよう。SES が低いレベルの
成績増加率が高ければ、格差が縮小していることになる。 
図 7および図 8は、2017 年度を基準とした各 SESレベルの成績増加率を示している。こ

の結果から、低 SES 校（レベル 1）における改善率が顕著であることが分かる。2017年と
比較して、2024 年のレベル 1の成績は、いずれの教科でも他の SESレベルを上回る増加率
を示しており、2025 年度の成績における増加率は、小学校算数を除くすべての教科で、レ
ベル 1 の変化率が最も高く、低 SES 層に属する学校群が引き続き顕著な成長を遂げている
ことが確認された。一方で、2025 年度の小学校算数では、レベル 1 の成績増加率はレベル
4 およびレベル 2に次いでいる。この点については、レベル 1 の小学校算数の成績の増加率
は、他の教科における増加率と同じ高水準であり、レベル 1 の改善が鈍化したというより
も、上位層における学習意欲の向上や家庭学習との相乗効果も考えられる。 

これらの結果は、教育格差が広がっているのではなく、むしろ縮小していることを示して

いる。とくに、社会経済的に最も厳しい環境にあるレベル 1の学校で、他の層を上回る改善

が見られた点は重要である。授業改善の取組が、困難な環境の子どもたちに特に効果的であ

ったことを示している。 
こうした成果の背景には、大阪市が進めてきた「教員の指導力を高める施策」がある。ま
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に左右されずに、学校の中で学ぶ力を伸ばせる仕組みが整えられた。こうした人的資本への
投資が、経済的に不利な層の子どもたちの学力を特に強く押し上げたといえる。 

2017 年度以降に進められた授業改善策は、教員同士の指導法の共有、基礎学力補習の充

実などの取組によって、家庭環境による差を補い、学校教育が「教育の補償機能」を発揮し

た好例である。 

 
図 7 成績増加率（%）2024 年 

 
 
 

図 8 成績増加率（%）2025 年 
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分析する。 
図 9および図 10 に示されているように、施策実施前と比較して、実施後(2025年度)の標

準化得点は小学校国語・算数および中学校国語・数学のすべてにおいて改善していた。特に
中学校においては、国語・数学ともに統計的に有意な上昇が確認されており（p < 0.001）、
学力向上施策が中等教育段階においても効果を発揮していることが明らかとなった。 
対象校はいずれも社会経済的背景が最も厳しい小学校 20 校および中学校 10 校であり、

このような困難な環境下で有意な学力改善が観察されたことは、施策が教育格差の是正に
一定の実効性を持つことを示している。 
このような人的資本投資型の施策は、教育格差を生み出す社会構造に直接介入するもの

ではないが、教育現場の質を通じて家庭環境の格差を緩和する効果を持つ。教員間の協働的
実践や授業観察・フィードバックの制度化が進み、学習支援の質が全体的に向上した結果、
特に学習困難層への支援が強化されたと考えられる。 
特に、低 SES 層の学校群において学力の有意な上昇が確認されたことは、教育投資の効

果が最も社会的リターンの大きい層に集中していることを意味し、人的資本投資型アプロ
ーチが、ターゲティング型施策として機能することを示唆する。教育への投資は個人的のみ
ならず貧困問題の是正といった社会的リターンをもたらすと期待することができ、すべて
の市民にとってメリットをもたらすと考えられる。 
以上の結果は、授業改善を中心とする施策が、単なる学力向上施策ではなく、教育の公平

性と社会的包摂を同時に実現する政策モデルとして機能していることを示唆している 
 

図 ９ 小学校抽出 20校学力変化（標準化得点変化） 

（n.s.: p>0.05） 
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図 10 中学校抽出 10 校学力変化（標準化得点変化） 

（**: p<0.01, ***: p<0.001） 

4.2 児童生徒の意識の変容 
次に、教員の授業改善をめざした学力向上事業によって、最も社会経済的背景が困難な

小学校 20 校、中学校 10校における児童生徒の意識の変容について確認する。全国学力・
学習状況調査による児童質問紙調査の質問項目「国語（算数・数学）の授業の内容はよく
分かる」に対する児童生徒の回答を比較する。図 11・図 12 および図 13・図 14 に示す通
り、すべての教科において、「当てはまる」と「どちらかと言えば当てはまる」の合計が
増加し、「当てはまらない」と「どちらかと言えば当てはまらない」の合計が減少してい
る。大阪市の最も社会経済的背景が困難な小学校 20 校、中学校 10校において、単に児童
生徒の標準化得点が上がっただけでなく、「授業の内容が分かる」という意識も改善した
ことになる。 

 

95.0 94.5 

96.6 
97.2 

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

国語 数学

施策実施前(2017) 施策実施後(2025)

***
**



17 
 

図 11 「国語の授業の内容はよく分かる」に対する児童の意識変化（小学校） 

 

図 12「算数の授業の内容はよく分かる」に対する児童の意識変化（小学校） 

 

図 413 「国語の授業の内容はよく分かる」に対する生徒の意識変容（中学校） 
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図 14 「数学の授業の内容はよく分かる」に対する生徒の意識変化（中学校） 

 

小学校・中学校のいずれにおいても、児童生徒の学習意識の改善が観察されたことは、単
に学力が上昇しただけでなく、学習意欲や自己効力感といった非認知的能力も向上したこ
とを意味する。 
もっとも、算数・数学の回答分布を見ると、「当てはまる」がやや減り、「どちらかといえ

ば当てはまる」が増えている。もともと成績の低かった学校群で成績が向上していることを
踏まえると、学力の向上に伴って「分かった」と感じる基準そのものが高くなった可能性が
ある。 
また、「当てはまる」と「どちらかといえば当てはまる」を合わせた割合は増えており、

これは教員研修や授業設計の改善によって授業が分かりやすくなり、児童生徒の学習意識
が高まった結果と考えられる。 
特に、こうした意識の変化が社会経済的に不利な環境（低 SES 層）の児童生徒にも見ら

れる点は重要である。彼らにとって「教室での成功体験」は、家庭環境の制約を補う教育的
資本として機能している。 
大阪市の取り組みは、特定の層に重点的に投資するのではなく、教員の力量向上と授業全

体の質の改善によって、結果的に低 SES 層の学力も伸ばした点に特徴がある。これは、教
育環境全体の底上げを通じて、家庭背景による学力格差を縮めることができることを示し
ている。 
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本研究では、大阪市の「子どもの生活に関する実態調査」のデータを用いて、学校単位の

社会経済的状況（SES）を指数化し、レベル 1からレベル 4の 4 段階に分類した上で、授業
改善施策と学力の関係を SES ごとに検証した。学力の指標には、文部科学省が実施する全
国学力・学習状況調査（2017 年度・2024 年度・2025年度）の結果を用いた。 
分析の結果、全国の先行研究と同様に、大阪市においても SES と学力との間に統計的に
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0.68〜0.82、数学で 0.71〜0.81、いずれも p<0.001）。しかし、2017 年度と比較して 2025
年度では、全教科で相関係数がわずかに低下しており、これは学力向上施策の継続が SES
の影響を一定程度緩和した可能性を示唆している。もっとも、相関の低下が必ずしも格差縮
小を意味するわけではない。学力が全体的に上昇しても相関が変わらないこともあり得る。 
したがって、本研究では、相関の低下を格差縮小の「兆候」として慎重に解釈しつつ、SES
レベル別の成績変化を併せて分析した。 
その結果、SESが最も不利なレベル 1を含むすべてのレベルで学力の上昇が確認された。

特に小学校国語、中学校国語および数学では、レベル 1 の学校群で最も高い成績増加率を
示しており、施策が下位層の学力改善を牽引したことが分かった。この点は、教育格差の固
定化が必然ではなく、教育政策の介入によって構造的な格差を緩和できる可能性を示して
いる。 
この成果は、教育投資が個人の所得向上だけでなく、社会全体の生産性や包摂にも寄与す

るとするOECDの知見(2019)とも一致する。本研究で確認された大阪市の学力向上効果は、
授業改善だけではなく、教育バウチャー制度や補習授業の充実など、経済格差の是正を目指
した政策、さらに ICT を活用した学習支援施策など、複数の施策が重層的に作用した結果
であることを無視することはできない。 
 しかし、その中でも大阪市が 2018 年以降に展開してきた授業改善アプローチは、追加的
な財政負担を伴わず、児童生徒が最も多くの時間を費やす「授業そのもの」を改善するとい
う点で、きわめて費用対効果の高い施策である。 
 この授業改善の取り組みは、財政的に余裕のない自治体でも実施可能な現実的な方策で
ある。さらに、授業改善に加えて教育バウチャー制度や補習授業を組み合わせ、ICT や AI
を活用することで、一層の効果が期待できる。今後は、他の自治体において、どのような条
件――たとえば教員の年齢構成、研修体制、地域支援の仕組みなど――のもとで、学力向上
と学力格差の縮小が実現するのかを検討することが重要な課題である。 
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